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日本経済の現状
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もし日本経済が1991年時点での地位
（対米実質所得比89％）を保っていたら…
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2009年名目GDP 599兆3330億円
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もし各国が2020年まで1990-2007年までと
同じ成長率で成長すれば…
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2020年購買力調整済み
1人当たりGDP（2005年価格，ドル）



日本経済のグローバル化は遅れている
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雇用のグローバル化も遅れている

出典：OECD (2008) 6
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海外雄飛しない日本人

出典：OECD (2008) 7
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企業のグローバル化は生産性を拡大する
（数字は平均的効果）
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日本
企業
日本
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外国外国

輸出：2％上昇
(Kimura & Kiyota, 2006)

海外直接投資：2％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2007)

海外生産委託：0.6％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2010)

海外での研究開発：
3％上昇

(Todo & Shimizutani, 2008)

規模の
経済

規模の
経済

外国
技術
の
伝播

外国
技術
の
伝播

生産の
効率化

生産の
効率化

対日研究開発投資：4％上昇
(Todo, 2006)

日本経済の
現状と課題

日本経済の
現状と課題

グローバル化は
国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか

政策提言政策提言



グローバル化による好循環
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グローバル化は国内雇用にどう影響するか
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グローバル化は必ずしも雇用を悪化させない
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グローバル化は国内雇用にどう影響するか
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企業レベルや産業レベルのデータを利用し、
最先端の計量経済学・統計学に基づいた

学術研究による厳密な実証分析の結果を紹介
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実証分析の基本的な枠組み
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グローバル化の指標
（海外直接投資額など）
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相関関係があっても
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海外直接投資は雇用を悪化させるか（1）
企業レベル・データによる分析（樋口・松浦，2003）
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海外子会社を持つ企業
(1991年時点)

その後の親会社の雇用
の成長率の変化は？
（他企業と比べた平均的な差）
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企業レベル・データによる分析（樋口・松浦，2003）
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海外直接投資は雇用を悪化させるか（2）
企業レベル・データによる分析（Inui, Hijzen, & Todo, 200）

生産性 生産量 雇用量

投資した年 2.0%増 3.3%増 変化なし

1年後 変化なし 4.7%増 2.9%増

2年後 変化なし 4.8%増 4.2%増

3年後 変化なし 6.3%増 6.9%増
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日本企業の
初めての海外投資

その企業の
生産性・生産量・雇用量
の成長率への影響は？
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海外直接投資は雇用を悪化させるか（3）
企業レベル・データによる分析（Yamashita & Fukao, 2008）
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る
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や生産を増加

日本の親会社の雇用
への影響は？



企業レベルデータによる分析の欠点
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用減
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生産性向上生産性向上

国内競争激化国内競争激化

全体的
には？
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海外業務委託は雇用を悪化させるか（1）
産業レベル・データによる分析（Agnese, 2009）

平均的産業における雇用の変化

中間財生産委託 サービス委託 合計

1.9％減 4.3％増 2.4％増

ある産業が
海外業務委託
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その産業での
国内雇用への影響は？

JIPデータベース（日本の産業レベルデータ）
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海外業務委託は雇用を悪化させるか（2）
産業レベル・データによる分析（Hijzen & Swaim, 2007）

産業内業務委託 産業間業務委託

労働集約度 ― 効果なし

雇用量 効果なし ＋または効果なし

（日本を含まないOECD諸国の産業レベルデータ）

資本集約的になるが、
生産拡大効果で雇用への負の効果を相殺

資本集約的になるが、
生産拡大効果で雇用への負の効果を相殺
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グローバル化高度人材への需要シフト（1）
産業レベル・データによる分析（Ahn, Fukao, & Ito, 2007)
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製造業での雇用へ
の影響（人）

中卒 ＋44,000
高卒 －59,000
大卒 ＋14,000
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海外業務委託
学歴別の

国内雇用への影響は？

JIPデータベース（日本の産業レベルデータ）



グローバル化高度人材への需要シフト（2）
企業レベル・データによる分析（Head & Ries, 2002)
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親会社のホワイトカラーの割合増
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大
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大

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか

政策提言政策提言

日本企業の
海外直接投資

親会社での
ホワイトカラー率への

影響は？



輸出の雇用創出効果（清田，2010）
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輸出輸出
輸出産業の
雇用増

（直接効果）

輸出産業の
雇用増

（直接効果）

他の産業の
雇用増

（間接効果）

他の産業の
雇用増

（間接効果）
産業連関
効果

産業連関
効果

輸出の貢献度（％）

GDP 全雇用 （直接効果） （間接効果）

2006 15.0 9.9 5.2 4.7

直接効果と同
等の大きさ

直接効果と同
等の大きさ
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企業のグローバル化
（輸出・直接投資・海外業務委託）

企業のグローバル化
（輸出・直接投資・海外業務委託）

しかし、高度人材への
労働需要のシフトをもたらす

しかし、高度人材への
労働需要のシフトをもたらす
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生産性向上生産性向上
必ずしも雇用を
悪化させない
必ずしも雇用を
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日本経済の再生のカギ日本経済の再生のカギ

要約要約



政策的な含意
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人材の高度化を進めつつ、
経済のグローバル化を

促進すべき

人材の高度化を進めつつ、
経済のグローバル化を

促進すべき
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日本では生産性が高いのに
グローバル化していない企業が多数ある
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出所：若杉他（2008）（データは経済産業省『企業活動基本調査』2005年）

国内向け企業

グローバル化企業
（輸出・海外投資企業）

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか 政策提言政策提言



共通通貨共通通貨

産業集積

ゾンビ企業
延命策廃止

ゾンビ企業
延命策廃止
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グロー
バル化

グロー
バル化

対内直接投資
誘致 (Todo, 2006)

対内直接投資
誘致 (Todo, 2006)

開発援助
(Kimura & Todo, 

2010)

開発援助
(Kimura & Todo, 

2010)

教育支援
英語教育
海外奨学金

教育支援
英語教育
海外奨学金

国内
規制緩和

国内
規制緩和

FTA締結FTA締結

競争力アップ

ネットワーク
育成

地方分権化
(藤田RIETI所長)
地方分権化
(藤田RIETI所長)

企業のグローバル化促進に向けた政策

M&A促進M&A促進
規模拡大

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか 政策提言政策提言
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2010年4月5日朝日新聞

2010年3月29日日経新聞

グローバル化への懸け橋としての
外国人・外国経験者の雇用促進

長期的には
国内雇用を脅かさない

（ただし未実証）

長期的には
国内雇用を脅かさない

（ただし未実証）

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか 政策提言政策提言

外国人雇用を契機に
グローバル化した企業の

実例は多い

外国人雇用を契機に
グローバル化した企業の

実例は多い



研究開発部門を備えた対日投資誘致
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逆に、外資系製薬研究所の閉鎖続く逆に、外資系製薬研究所の閉鎖続く

グラクソスミスクライン
ノバルティス

メルク
（つくば）

バイエル
（京都・神戸） ファイザー

（愛知）

直接的に雇用拡大直接的に雇用拡大 生産性向上を通じて
長期的にも雇用拡大

生産性向上を通じて
長期的にも雇用拡大

日本人研究者の
頭脳（＋雇用）流

出

日本人研究者の
頭脳（＋雇用）流

出

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか 政策提言政策提言



対日研究開発投資誘致の努力が足りない？

30

出典：OECD (2009, p.92)

直接的補助金
優遇税制等

インセンティブ供与

ベルギー ○ ○

フランス ○ ×

アイルランド ○ ○

韓国 × ×

オランダ × ○

スイス × ○

対内直接投資による研究開発を促進する政策の有無

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか 政策提言政策提言

日本について記載はないが、政策支援は十分で
ない

日本について記載はないが、政策支援は十分で
ない



グローバル化に対応して
人材の高度化を進めるために
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大学のグローバル化大学のグローバル化

外国人教員の
雇用

外国人教員の
雇用

留学生受入れ
の拡大

留学生受入れ
の拡大

講義の英語化講義の英語化
教員の質
の向上

教員の質
の向上

入試制度の
見直し

入試制度の
見直し

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか 政策提言政策提言



要約
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雇用への悪影響を恐れず
大胆なグローバル化によって

日本経済の再生を

雇用への悪影響を恐れず
大胆なグローバル化によって

日本経済の再生を

人材の高度化によって
グローバル化による

労働需要の変化に対応

人材の高度化によって
グローバル化による

労働需要の変化に対応

日本経済の現状と課題日本経済の現状と課題
グローバル化は

国内雇用を縮小するか

グローバル化は
国内雇用を縮小するか 政策提言政策提言
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